
  一 般 競 争 入 札 公 告 
令和８年２月６日 

 
                               支出負担行為担当官 
                   大阪労働局総務部長  長 正敏 
１ 一般競争に付する事項 
（１）件名 
   令和８年度大阪労働局における職員・非常勤職員の健康診断及び労働基準監督官採用試験に係る身体検査業務委

託（単価契約） 
（２）仕様、履行場所及び履行期限 

別途仕様書による 
 
２ 入札方法 

入札金額は総価とする。なお、落札決定にあたっては入札書に記載された金額に１０％に相当する額を加
算した金額をもって落札価格とするので、入札者が消費税に係る課税事業者か免税事業者であるかを問わず、
見積もりをした契約金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 
３ 政府電子調達システムの利用 
   本案件は、政府電子調達システム(以下、「GEPS」という。)を利用した電子入札により行う。なお、

GEPSによりがたい者は、「入札参加届」により紙入札方式である旨を提出することにより、紙入札方式
に変えることができる。 

 
４ 競争参加資格 
（１）予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当しない者。 
（２）令和７・８・９年度厚生労働省競争入札参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」又は「Ｂ」

等級に格付けされ、近畿地域の競争参加資格を有する者。 
（３）予算決算及び会計令第７３条の規定に基づき、支出負担行為担当官が定める資格を有することとは、社会

保険等（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの）、船員保険、国民年金、労働者災害補
償保険及び雇用保険をいう。）の適用される者については、各保険等に加入しており、かつ保険料の滞納がな
いことを指す。（直近２年間又は直近２保険年度の未納がないこと。） 

（４）厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 
（５）情報セキュリティマネジメントシステム（国際標準規格 ISO/IEC27001又は日本工業規格JISQ27001）の

認証」又は「プライバシーマーク（JISQ15001）」のいずれかを取得していること、もしくは、個人情報の管
理体制について書面で提出し当局の許可を得ること。及び、過去に同等規模以上の類似業務の実績を有して
いること。 

（６）作業に特殊な技術を要するなど、契約の性質又は目的に照らして、国外で作業を行うことが真にやむを得
ないと認められる場合を除き、作業場所及びデータの保管場所を国内に限定すること。 

（７）業務を実施する作業場所や設備・機器の写真を添付すること。 
（８）過去１年分の財務諸表を提出し、経営状態が健全であることを証明すること。また、当該財務諸表には、

可能な限り公認会計士若しくは監査法人による監査報告書の写し、又は、民間で使用されている「中小企業
の会計に関する指針の適用に関するチェックリスト」（日本税理士会連合会作成）若しくは「中小企業の会計
に関する基本要領の適用に関するチェックリスト」（日本税理士会連合会作成）を用いて税理士が確認した結
果の写しを添付すること。 

 
５ 競争執行の日時及び場所等 
（１） 入札説明書等の交付方法および交付期限 

方   法 GEPS 
交付期限 令和８年３月２日（月）午後５時００分まで 

（２）入札参加届等書類（証明書等）の提出期限 
    この入札に参加希望するものは、入札参加届提出時に支出負担行為担当官が別に指定する暴力団等に該

当しない旨の誓約書を提出しなければならない。 
    また、入札参加届等書類に虚偽記載等の不正が発覚した場合は、契約解除や違約金を徴取する場合があ

ることに留意すること。 
  ア 電子入札方式 

令和８年２月２６日（木）午後５時００分 
  イ 紙入札方式 

令和８年３月２日（月）午後５時００分 
（３）入札書の提出期限 

日 時  令和８年３月２日（月）午後５時００分 



紙入札方式による場合は、持参もしくは郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る）にて下記 
１１（１）の場所に提出すること。 

（４）開札の日時 
日 時  令和８年３月３日（火）午前１０時００分 

    場 所  大阪市中央区大手前４－１－６７大阪合同庁舎第２号館９階 共用Ｂ会議室 
 
６ 入札保証金 

会計法第２９条の４第１項ただし書及び予算決算及び会計令第７７条第２号の規定に基づき、入札保証金
の納付を免除する。 

 
７ 入札の無効   資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札 
 
８ 契約書の要否  要 

本件は、令和８年度予算が成立することを条件とした入札とする。予算成立日が４月１日以降となった場
合は、本契約の成立日は予算成立日とする。 

 
９ 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨 
 
10 本件は、低入札価格調査基準を適用する。 
 
11 その他重要なお知らせ 

本件、競争執行に係る手続きについて、次のとおり対応することとする。 
（１） 入札関係書類の交付について 

GEPSにてダウンロードが可能であるが、メール又は来訪でも交付可能である。希望する場合は以下に問い
合わせすること。 
場   所 大阪市中央区大手前４－１－６７ 大阪合同庁舎第２号館８階 

大阪労働局総務部会計課会計第２係 
電話番号 ０６－６９４９－６４８７ 
必要書類 入札参加資格を確認できるもの 

（２）質問の提出について 
   メールにて受け付ける。   
（３）必要書類及び入札書の提出について 
   GEPSで受け付けるほか、紙入札方式の場合は持参または書留郵便にて受け付ける。 

以 上 


